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業務提携に関する検討会（第７回）議事要旨 

１ 日 時 令和元年５月１７日（金）１４：００～１６：０３ 

２ 場 所 中央合同庁舎第６号館Ｂ棟 公正取引委員会官房第１会議室（１１階） 

３ 検討会委員 別紙委員名簿のとおり 

４ 議事次第 

⑴ 開会 

⑵ 討議（「先進的な業務提携に関する独占禁止法上の考え方」について） 

⑶ 閉会 

５ 議事概要 

各委員から出された意見等は以下のとおり。 

○ 業務提携それ自体として独占禁止法上の問題となり得る場合の整理について

は，欧州委員会の「デジタル時代の競争政策」1も参考になると考えられる。また，

業務提携の手法の１つであるデータの収集・集積の共同化に関する問題と業務提

携後のデータの収集・集積の具体的手法に関する問題は異なる論点があることか

ら，明確に分けて考えるべきである。 

○ 報告書として取りまとめるに当たっては，これまで検討してきた業務提携に関

する独占禁止法上の一般的な考え方と今回議論の対象としている「先進的な業務

提携に関する独占禁止法上の考え方」の論点が整合するようにすべきである。 

○ 「先進的な業務提携に関する独占禁止法上の考え方」では，主にデータに関す

るものが中心となっているため，それを取り上げる趣旨や理由を示す必要がある

と考えられる。その趣旨や理由としては，例えば，データの特性からデータを用

いた商品の品質が統一される問題や，異業種間でデータを持ち寄って新ビジネス

が行われる場合に他の事業者の拘束や排除等が今後行われ得る問題があるとい

ったことが考えられる。 

○ ここで議論している類型については，データの収集・集積・利活用の局面ごと

の独占禁止法上の問題を検討することのほかに，それら問題となる行為がどの市

場に影響を及ぼしているかといった整理も特に重要と考えられる。 

→ 今回取り上げている業務提携においてどの市場を画定するのかは難しい問題

であるが，その点を指摘する方がよいと考えられる。 

以上 

（文責：公正取引委員会事務総局 速報のため事後修正の可能性あり。）

1 European Commission (2019)“Competition Policy for the digital era”
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